基準緩和訪問型サービス　指定（更新）申請　提出確認票
	申請担当者職・氏名
	

	申請に関する連絡先
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	


	書類
	説明
	申請者
確認
	介護保険課
確認

	１ 指定申請書

（別紙様式第三号（四））
指定更新申請書
（別紙様式第三号（五））
	新規指定申請の場合は別紙様式第三号（四）。指定更新申請の場合は別紙様式第三号（五）。
※法人の名称、代表者の職名・氏名。
	□
	

	２ 付表第三号（一）
	
	□
	

	３ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
（標準様式１）
	１．管理者及び従業者全員の毎日の勤務すべき時間数。

※４週間分。確保した従業者のみ記載。指定更新申請の場合は提出月の前月分。

（１）管理者
［常勤専従］
（２）サービス提供責任者

［事業所の規模に応じて１人以上］

（３）訪問介護員等

［１以上］
２．組織体系図・兼務先の勤務形態一覧表
※他事業所（サービス）との兼務者がいる場合に提出。兼務先・内容・時間など詳細がわかるように記載。
	□

□

□
□

□
	

	従業者の資格証等
	３．資格等が必要な職種は、該当資格の証明書類等を、氏名を記載した順にそろえて添付。
（１）サービス提供責任者

［介護福祉士登録証・介護職員基礎研修課程修了証・訪問介護員１級課程修了証の写、訪問介護員養成研修２級課程修了者及び初任者研修修了者の場合は当該研修を修了した旨の証明書の写＋（参考様式）訪問介護員養成研修初任者課程修了者実務経験証明書］

（２）訪問介護員等
［介護福祉士登録証・介護職員基礎研修課程修了証・訪問介護員１級課程修了証・訪問介護員２級課程修了証・初任者研修修了証の写］
	□

□

□

	

	４ 運営規程
	次の内容について、具体的かつわかりやすく定める。
（１）事業の目的及び運営の方針

（２）従業者の職種、員数及び職務内容

（３）営業日及び営業時間
（４）サービスの内容及び利用料その他の費用の額

※利用料その他の費用の額については、料金表にするなどして具体的に。

※法定代理受領でない場合の利用料や「その他の費用の額」として徴収が認められている額なども記載。
（５）通常の事業の実施地域

（６）緊急時等における対応方法
（７）虐待の防止のための措置に関する事項
（８）その他運営に関する重要事項

※身体拘束の原則禁止、衛生管理、ハラスメント対策、業務継続計画、秘密保持、研修等。
	□

□

□

□

□

□

□
□
	

	５ 誓約書
（標準様式６）
	介護保険法の欠格事由に該当しない旨の誓約書。
※別紙①～⑤のうち該当のものを添付する。
	□
	

	６ 提出確認票
	（本票）
	□
	


※　原則、全ての書類が確認できない場合は、指定申請の受付ができません。
※　受付後、書類の補正及び追加提出をお願いすることがあります。
